
～ 震災復興から地域活性化へ ～

　株式会社八葉水産様は、気仙沼市を代表する水産加工食品の

製造販売業者です。2011年3月の東日本大震災の津波により、

生産設備が全壊するなど大きな被害を受けました。

　仙台銀行は、復興の各段階において様々な支援を行ってきました。

仙台銀行の本業支援ご紹介仙台銀行の本業支援ご紹介

これからも ともに歩む

八葉水産様 ▶

▶左：清水代表取締役
　右：小山支店長　

　仙台銀行をはじめとした金融機関からの
資金調達等により、同社は生産設備の復旧
を果たし、気仙沼地域ではいち早く事業を
再開しました。
　当行は、商談会や販売会のサポートを通
じ販路回復・拡大を支援しました。

　同社は、震災前からの金融債務も抱えており、事業継続において二重債
務の解消が課題となっておりました。このため、東日本大震災事業者再生
支援機構に支援の相談を行い、抜本的な事業再生に取り組むため、2017年、
機構からの債権買取りによる支援を受けました。

設備復旧と販路回復・拡大支援

Point 2 二重ローン対策支援

　当行は、機構の支援実施後も、経営改善状況をモニタリングするととも
に、経営再建に向けた本業支援に継続して取り組み、事業再生をサポート
しました。
　同社の経営努力により、業績の改善が図られたことから、2020年6月、
当行は機構債権のリファイナンス資金融資を実施しました。

Point 3 リファイナンス

　同社は更なる発展のため、被災した本社工場を冷蔵倉庫として再建する
計画を策定しました。当行は中期経営計画の策定支援を通じて、同社の計画
実現と経営発展を全面的にバックアップしました。
　当行は、計画の実施状況を見守りながら、これからもコンサルティング
機能を発揮し、ともに地域活性化に取り組んでまいります。

Point 4 中期経営計画策定支援

震災後、経営再建に
向けた事業再生にとも
に取り組み、様々な苦難を乗り越えながら着実
に成果を上げられた、まさに震災復興のシン
ボル企業です。今後も本部・営業店一体となった
「本業支援」を発揮し、被災地金融機関としての
役割を果たしていく所存です。

Point 1

販売会では当行職員も店頭に立ち、
商品をPRしました。

震災後、「全てにおいて支援しますから、復旧し
再建しましょう」と言われたことがどれほど力に
なったでしょうか。一緒に再建を進めていただき、
１年後には商品生産体制が整いました。山形や宇
都宮での販売会、仙台駅の物産展、また東京での
展示会も販促等の応援をいただきました。
被災企業、被災地域、被災した皆さん、この10
年本当に大変でした。地域と社会を支えるうえで、
金融は重要なキーパーソンです。
これからの変化の時代で、仙台銀行さんには、じ
もとに密着し、地域と我々の金融支援のみならず、
地域のデザインと企業
の経営のパートナーと
して大きな役割をお願
いいたします。

株式会社八葉水産
代表取締役 清水 敏也様

気仙沼支店 小山 武夫支店長

同社の再生支援には本部・営業店が連携し、歴代
関係者がそれぞれの思いを込めて対応してきま
した。震災から10年が経過しましたが、当行の
「全てにおいて支援する」
という姿勢に何ら変
化はありません。今
後の更なる発展期に
向け、ともに歩んで
まいります。

支店長の声

地元企業応援部サポート室の声

　仙台銀行は、おかげさまで2021年7月5日

創業70周年を迎えます。

　4月には記念事業の一環として、本店10階と

屋上をリノベーションし、職員の集いと憩いの

スペースを設けました。

　これからも働きがいと働きやすさを両立する組織づくりで「人で勝負

する銀行」を実践し、企業力を高めることで、地域の活性化に努めてまい

ります。

緑化も施した屋上バルコニー

トークサロンは会議や懇親の場に

■住信SBI住宅ローンの取り扱い
■SBI損保がん保険の取り扱い
■経営者向け団体信用生命保険の
　取り扱い
■SBIインベストメント組成
　ファンドへの出資

創業70周年 ～確かな信頼 これからも～

　2021年4月よりIT企画室をDX推進室に名称変更のうえ増員し、推進

体制を強化しました。これにより、IT・デジタル技術を活用したサービス

提供や業務改革を更に進めてまいります。

DX推進体制を強化

　2020年11月、じもとホールディングスでは、経営基盤強化を目的に

SBIホールディングスと資本業務提携を結びました。

　当行は従来よりSBIグループと連携してまいりましたが、この提携により、

更なる相乗効果の発揮を目指しております。

　市場運用部門では、2020年12月よりSBIへ職員を派遣し、有価証券運

用の知識とノウハウの習得に取り組んでいるほか、本業支援部門では、

2021年1月にSBI証券と事業承継・Ｍ＆Ａ業務に係る業務提携を行い、

支援体制の強化を図っています。

SBIグループとの連携による相乗効果発揮

顧客利便性向上、業務効率化
データ分析活用高度化

新たな生活様式へのデジタル化対応

SBIグループのノウハウを活用、新規技術の導入
ポイント

その他の主な連携
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